
出所：鹿児島県「原子力防災のしおり」
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県の主な取組（砂防関係） 市町村の主な取組（砂防関係）

出所：鹿児島県「安心・安全な郷土かごしまを創るために」

３－① 危険箇所等の状況把握
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出所：平成26年内閣府「川内地域の緊急時対応」

３－② 道路復旧等の対応
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出所：平成26年内閣府「川内地域の緊急時対応」
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３－③ 訓練想定

九州電力（株）川内原子力発電所１号機，２号機において，定格熱出力一定運転中，薩
摩 半島西方沖を震源とする震度６強の地震が発生し，１号機及び２号機の原子炉が自動
停止するとともに，外部電源が喪失する。
１号機については，地震と同時に１次冷却材系統からの漏えいが発生する。その後，１
次冷却材系統からの漏えい量が増加し，施設敷地緊急事態となる。
続いて，非常用電源が故障し全交流動力電源が喪失することにより全面緊急事態となる
とともに，非常用炉心冷却設備による注水が不能となり炉心溶融に至る。
なお，２号機については，非常用電源から交流動力電源を供給し，原子炉の冷却が継続
される。
事故の進展に応じ，県，薩摩川内市，関係周辺市町及び関係機関は国と共同して，地域
防災計画に基づく諸対策を実施する。

平成２８年度原子力防災訓練 想定
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平成２８年度原子力防災訓練の主な取組

１ オフサイトセンター参集・運営訓練
オフサイトセンターの立ち上げ及び運営。国，県，
関係市町等関係機関が連携・調整・情報共有を行い，
原子力災害に対応

２ 段階的避難に係る住民理解を深めるための想定
ア 第１段階：ＰＡＺの要支援者避難

（在宅，社会福祉施設入所者）
イ 第２段階：ＰＡＺの住民避難
ウ 第３段階：ＵＰＺの空間放射線量率に基づく

住民避難

３ 原子力防災・避難施設等調整システムの活用
調整システムを活用し，放射性物質の放出状況や
被災状況を踏まえ避難先を調整

４ 避難退域時検査・原子力災害医療措置訓練
避難経路上(近傍)に避難退域時検査場所を開設し，
車両用ゲート型モニタなどによる汚染検査及び車両
及び住民の除染，安定ヨウ素剤の配布等を実施

５ 関係機関等との連携
ア 自衛隊ヘリ，海保ヘリ，県消防防災ヘリ等
要員搬送，甑島住民の避難支援，緊急時モニタ
リング支援
イ 海保巡視船，巡視艇
甑島住民の避難支援，緊急時モニタリング支援

１ 避難所等での屋内退避(新)
地震による家屋倒壊などにより，家屋での屋内
退避が困難となった場合を想定し，近隣の避難所
で屋内退避を実施

２ 要支援者等の避難訓練
九電等によるＰＡＺの山間部の高齢者等に対する
支援訓練(新)を実施

３ 放射線防護施設の運営訓練
放射線防護施設の運用方法の習熟を目的として，
可動式防護壁の使用実習訓練(新)などを実施

４ 道路啓開訓練(新)
地震による倒木等により，通行不能となった避
難道路の復旧作業を実施

５ 道路の被災を想定した代替経路での避難(新)
航空機により道路の被災状況を確認し，代替経路
での避難を実施

６ 被ばく傷病者対応訓練(新)
被ばく傷病者を想定し，除染や治療等を実施

７ 受入体制の確立(新)
避難元市町と避難先市町との，発災から受入決定，
避難所開設までの初動対応訓練を実施

熊本地震，知事現地視察等を
踏まえた新たな取組
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内閣府作成資料

４－① 放射線の専門知識を持った保健師等の育成
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４－② 意思決定者（自治体の長等）向けの訓練

＜市町村長防災研修会開催実績＞

※平成24年度は台風のため中止 37



出所：平成28年九州電力 経済産業省提出資料「原子力災害対策充実に向けた考え方に係る事業者の取り組みについて」

５－① 要支援者への対応
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（参考：鹿児島県原子力防災訓練の体系図）
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（参考：避難計画の概要）
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＜鹿児島県地域防災計画（原子力災害対策編）（抜粋）＞

第５節 避難，屋内退避等の防護措置の実施
１ 避難，屋内退避等の対応方針
（省略）
(3) 地震により家屋による屋内退避ができない場合の考え方

ＵＰＺ内において，地震により家屋が倒壊したり，相次ぐ余震の発生によ
り家屋による屋内退避が困難な場合には，薩摩川内市及び関係周辺市町によ
り設定される近隣の避難所等にて，まずは屋内退避を実施するものとする。
その上で，仮に，近隣の避難所に収容できない場合には，地震による影響
がない避難所をＵＰＺ内外を含め選定し，避難させるなど，状況に応じ柔軟
に対応するものとする。

（参考：地震による家屋による屋内退避ができない場合の考え方）

※ 平成２９年３月の地域防災会議で了承
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出所：平成26年内閣府「川内地域の緊急時対応」

（参考：避難先が使用できなくなった場合のスキーム）
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出所：平成26年内閣府「川内地域の緊急時対応」

（参考：実動組織の支援体制①）
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出所：平成26年内閣府「川内地域の緊急時対応」

（参考：実動組織の支援体制②）
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東日本大震災の被災状況を踏まえ，本県が想定すべき自然災害による被害を
明らかにするため，平成２５年度に「鹿児島県地震等災害被害予測調査」を
実施
薩摩川内市の最大震度は，県西部直下を震源とする地震による，震度６強が
最大規模と想定されているところ。
当該想定については，平成２８年度原子力防災訓練の地震想定と同様である。

出所：平成26年鹿児島県「鹿児島県地震等災害被害予測調査報告書概要版」

（参考）
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